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Abstract: The purpose of this study is to clearly cover area’s trend of the Tsunami Evacuation Building. For that, this study 

comprehended that relation between possible evacuation length and containable length. That makes the matter clear mostly 

Tsunami Evacuation Building need to expand evacuation area. 

 

１． はじめに 

津波避難ビルは，津波に対して地形的・時間的制

約により，浸水域外への避難が困難な地域における

避難施設の一つとして，指定・整備が進められてい

る．指定・整備の方針は，「津波避難ビル等に係るガ

イドライン[1]」があり，施設への避難が可能な範囲を

カバーエリアとして示し，面的な充足を求めている．

なお，カバーエリア，避難可能距離 L1(以下，L1)，収

容可能距離 L2(以下，L2)の算出方法を Figure1 に示す．

カバーエリアは，津波の到達が予測される時間内に避

難が可能な距離である L1 と，施設の収容人数分に相当

する収容が可能な距離である L2 を比べ，小さい方の値

を採用し算出することとしている．そのため，L1 と比

べ L2 の下回る施設は，収容能力の向上によるカバーエ

リア拡大の余地がある． 

そこで本稿では，今後の指定・整備における計画的

示唆を得ることを目的とし，各施設の L1 と L2 を比較

し，カバーエリアの概況を捉えた．  

 

２． 研究方法 

本稿では，南海トラフ巨大地震に伴う津波被害が想

定されている地域を対象とした．各施設の L1 及び L2

を算出し，カバーエリアの概況を捉え，施設用途や施

設規模といった施設的特徴と比較し，今後の指定・整

備における課題の検討を行った．なお，L1 の限界を東

日本大震災時の避難実態[2]を踏まえ 500m とした． 

 

３． 津波到達予測時間による比較 

 津波到達予測時間に対する各施設の L1 と L2 の比較

を Figure2 に示す．本調査の結果，L1 と比べ L2 が下回

る施設は 8 割程を占めており，大半の施設は収容能力 

Figure1.Cover area calculation method 

 

Figure2.Comparison between L1 and L2 predicted timly  

Tsunami arrival  

の向上が望まれることが分かる． 

また，津波到達予測時間が速い施設に着目すると，

L1と比べL2の上回る施設が多くなる傾向がみられる．

特に，津波到達予測時間が最速である地域(静岡県静岡

市・焼津市，和歌山県串本町・太地町)の施設は，9 割

以上の施設が，L1 と比べ L2 の上回る施設となってい

る．以上から，各地域において，津波到達予測時間を

考慮し，収容能力の向上を図ることが必要と考える． 
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Table1.Outline of each the types of institutions 

 

４． 施設用途間の比較 

津波避難ビルの代表的な施設用途として 21 用途に

着目し，各施設用途の現況を把握した．また，各施設

用途の L1 と L2 の比較及び施設規模の平均値を Table1

に，施設用途別カバーエリア半径と避難スペース占有

率(延床面積に対する避難スペース面積の割合)及び周

辺人口密度との関係を Figure3 に示す．まず，L1 と比

べ L2 の上回る施設が多い施設用途に着目すると， 

小・中・高等学校，大型商業施設，工場，倉庫・物流

センターが挙げられる．これらの施設用途は，延床面

積が広く，避難スペース面積も広い施設が多い傾向が

みられる．また，小・中・高等学校以外の施設用途は

周辺人口密度が低い傾向がみられる．一方，L1 と比べ

L2 の下回る施設が多い施設用途に着目すると，集合住

宅の他，事務所，飲食店・その他店舗が挙げられる．

特に，指定棟数が突出している集合住宅の傾向が，全

体の傾向として表れていると考えられる．これらの施

設用途は，避難スペース面積が狭く，周辺人口密度の

高い施設が多い傾向がみられた．以上のように，市街

地にみられる集合住宅や地域施設は，臨海部特有の工

場や倉庫，大型商業施設と比べ，指定棟数が多い施設

用途であるが，カバーエリア拡大の余地がある施設も

多いことが明らかになった． 

 

５． おわりに 

 本稿では，L1 と L2 の関係より，カバーエリアの

概況を捉えた．今後は，カバーエリア拡大の余地が

ある施設を抽出し，収容能力の向上を行い，地域の

防災性能を向上を図ることが必要と考える． 

 Figure3.Comparison between Cover area , population   

density and evacuationspace’s shere 
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